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１.環境問題を巡る人々の意識 --- 世論の表層と基底 --- 

2019 年の世界経済フォーラムに,環境運動家の少女(グレタ・トゥーンベリ)が招かれた.各国

の重鎮を前に「気候変動のことを話し合う会議に,プライベートジェットで来るなんて,頭がお

かしくありませんか？ 偉そうなことを他人に言うなら,自分が実践しなければ,誰も真剣に受け

止めませんよ」という演説に,ジェット機などで大量の汚染ガスを舞き散らしてやってきた聴衆

たちは沈黙した（選択,2019,pp.14-15）.政治や行政レベルのトップが本当には地球環境問題を

真剣には考えていないのではと思わざるを得ない. 

他方で,マスコミを通じて,環境問題解決のためと言えば皆が賛成しなければならない雰囲気

が醸成されてしまっており,巨額な予算と多大なマンパワーの使用が無批判に正当化されかねな

い.環境意識の形成や環境配慮行動の影響要因に関して,いくつかの理論的な枠組みが構築され

てきたが,環境意識のどの要素が環境配慮行動に寄与するのか,環境配慮行動の種類によりその

形成メカニズムに違いがあるかなどについて十分には明らかになっていない.また,環境問題調

査に関する各国・地域での技術的制約や政治的制約等がある一方で,一般の人々は常時,複雑な

政治や経済について明確な意見を持って行動しているわけではない. 

本発表では,歴史や文化を含む社会経済的・環境的要因をも考慮しながら,環境配慮に関する

人々の行動の実効性について探索する中で,現在の「環境問題」自体の問題や課題に,ささやかな

がらも考察を巡らせてみる.特に,常に現実の政策立案と密接に研究を推進していた本学会の元

会長の林知己夫による人々の意識の表層と基底の区別についての知見にも留意し,環境問題につ

いて実効性のある方策とは如何にあるべきかに思いを巡らせてみよう. 

 

２.研究の背景  

戦後の高度成長時代に九州の水俣病や川崎市の大気汚染の公害問題を発端に,環境問題が大き

く取り上げられるようになり,環境庁の創設,国際社会での環境問題解決のための活動も始まっ

た.その初期においては,水,大気,食物などの汚染の問題が,各国で広く見られるようになり,そ

れらの公害問題への取り組みが行われたが,やがて,大気汚染,海洋汚染など地域や国境を越えた

地球環境問題へと進展してきた. 

初期の公害問題は地域問題であり,被害者たちの困難は場合によっては深刻であり今日でも社

会的問題としては完全には解決されたとはいえないが,科学技術的に被害を特定し原因究明する

ことは長年月を必要としながらも最終的には可能であった.しかしながら,今日の地球レベルで

の環境問題とされる「人類の二酸化炭素排出による地球温暖化」など,科学的に証明しがたい部



分が残る.地球温暖化の原因を人為とすることは間違いとするものも少なくない(池田・養

老,2008; 武田, 2009）.人為であるとしても,京都議定書の CO2削減基準を遵守しても温暖化は

防げないと試算するものもある（山本,2008）.そもそも,事の発端となった IPCC（気候変動に関

する政府間パネル）の調査報告書執筆に携わった杉山(2014)は,環境影響評価報告書（IPCC AR5 

WG2）と SPM（政策立案者への要約）を検討し,「地球温暖化によって何らかの重大な悪影響が起

こる」という説得力ある説明は見られず,人為的な環境の改変や人間の適応能力を考慮したリス

ク評価がなされていないとしている.報告では,科学的に地球温暖化が人為によるものと科学的

には証明できていないのに,マスコミも政府も暖化の悪影響ばかり強調することで進行している

ことを指摘している.そして,各国は,環境省や環境研究所を設立し,多数の研究者と巨額の予算

を用い,膨大な研究論文や書籍,一般市民への啓蒙書が生み出されてきた. WG２の総括責任者で

あった R. Toll は最終段階で脱退し,世界中が「集団思考の罠」に陥っている危惧が指摘されて

いる.そのような罠に陥らぬ為には、冷静な科学的研究が必要である. 

環境配慮行動の形成に関しては, Schwartz（1970,1977）による規範活性化理論とAjzen（1991）

による計画的行動理論が広く用いられている.規範活性化理論では,人々に利他行動 (環境配慮

行動を含む) を喚起する主な要因として,「被害の深刻さの認知」と「自らの責任の帰属の認知」

を挙げている.人々は深刻な環境結果・危機を感じ,それに対処できる能力が自分にあるという

実効感,さらに利他的環境配慮行動を起こす責任感と行動すべきとの義務感が喚起されて,実際

に環境配慮行動が生じるというのである. 

一方, Ajzen(1991)の「計画的行動理論」は合理的行為理論 (Ajzen ＆ Fishbein,1980)の進

化版であり,人々の行動に対する態度と主観的規範に加え,個人の行動に対する統制感も考慮に

入れ,行動や行動意図をより正確に予測できるとしている.このように,より有効に行動を予測し

ようとすることは計画的行動理論の一つの着眼点であろう.A その後の実証研究では,この計画

的行動理論の有効性を検討しながら,モデルに様々な予測要因が追加されていった. 

日本では広瀬（1994）が「環境にやさしい目標意図」の形成と「環境配慮的行動意図」の形成

の二段階があるとし, 環境リスクの認知は目標意図と関連があるが行動や行動意図とは必ずし

も結びついていないことを示唆している.彼は,人々が環境問題に対して貢献したいという態度

に加え,行動のコスト感,社会規範感,実行可能感も実際の行動に影響を及ぼすとする.さらに, 

環境配慮行動のプロセスを「環境問題の認知」と「環境配慮行動の評価」に区別し, 環境配慮行

動の抑制要因検討の必要性を示唆し, 態度と行動の不一致について, 解釈を与えている. 

 

３.世論調査におけるパーソナリティと意見の変容 --「合理的な人」と「そうでない人」 

世論調査や意識調査データを解読するに当たって,林知己夫らによる一種のパーソナリティ研

究は表層の世論に対して,人々の基底意識まで入り込んだ解析において深いものがある. 

1976 年頃より登場した「お化け調査」というニックネームの研究は，林知己夫を中心に，統

計数理研究所の水野欽司，駒沢勉，林文，鈴木達三，所外からは飽戸弘，上笹恒，杉山明子，鈴

木裕久，岩男寿美子，丸山久美子，堀洋道らの MDS（多次元尺度法）研究会のメンバーによって

始められたものである（林編，1979a；林・飽戸,1976）．ニックネームだけからは，戯れたもの



に思えるかもしれないが,調査技術や心理学的に深遠な配慮がなされた学術研究である． 

この調査の背景には，林知己夫の次のような考えがあった．林は，統計的標本抽出調査に基づ

く世論調査を日本の実情に沿って創始し発展させてきたが，世論調査では人々のタテマエが出

てくる。医療や環境，国際関係を含む，複雑な社会問題に対処するためには，人々の心の奥にあ

る生命観，自然観，宗教心，死生観などに触れずには，本当の解決は難しいこともあるので、そ

のホンネをつかむ工夫を模索していた．そこで世論調査のように社会的望ましさ（social 

desirability)が入り込む人々の「意見」ではなく，お化けや UFO,超能力など,超自然的なもの

などに対する各人の興味や感情を表す「態度」に着目し，性別や年齢層，学歴，職業などの属性

を乗り越え,人々のパーソナリティの分類（「合理的な人々」vs「合理的ではない人々」）の区

別へと進んだ．その区別は，ガン告知の是非の研究などの医療問題（林，1996）や，原子力発電

所に関する住民意識調査（林・守川，1994; 北田, 2019）などへの応用へ発展した． 

林らの一種のパーソナリティ研究の要点は,以下のようになる. 

1)人々は,「合理的な人」「やや合理的な人」「やや合理的ではない人」「合理的ではない人」

の４グループ（ほぼ同じ割合）に分けられる.２)「合理的な人」は自己の意見を強く主張する.

他者からの説得（プロパガンダ）に意見を変えない傾向がある.しかし,説得ではなく、自分から

突然に意見を変えることがあり,しかもそれまでの主張とは正反対の極端な意見への変容が見ら

れることもある（吉野,2014）.３)中間的な「やや合理的な人」「やや合理的ではない人」は,自

己の意見を強く主張することは少なく,比較的温和である.しかし,マスコミの事故や事件の報道

や他者から強い説得に流されることも少なくない（プロパガンダに流されかねない）傾向がある.

（ここで,「合理的」とは完ぺきな論理を展開するという意味とは限らず,その人なりの理屈を強

く主張するパーソナリティを示している.） 

この考察は,医療,政治,経済などに限らず,環境問題を含む日常生活のあらゆる場面で,合理的

な人とそうではない人の違いを考慮せずに一律のルールを作ろうとすると実効性を失うことに

つながりかねないことを警告する. 

さらに林知己夫は,(株)原子力安全システム研究所の報告書(林文,1996,pp.2-10)において,上

記のような視点から原子力発電を含む環境保護問題について示唆を与えている.（ただし,それ

は,2011 年の福島第一原子力発電所事故の 10 数年前のものであることに留意する.林から指導

を受け原子力発電に関する住民意識調査を遂行してきた北田(2019)にも林の知見が詰まってい

るので参考になろう.）特に同報告書の冒頭で述べられた以下のような主旨は,環境問題を含め,

社会政策一般にも通じるものがあるので重要に思える. 

林は,自然保護・地球環境保護は現代社会における最高の価値基準となっているが,それらが

唯一無二のものであるならば,その極限は未開への回帰であり,人類の消滅より他に道はないこ

とを指摘する.そして,「持続性ある開発」のためには,環境の総合的アセスメントが重要である

が,それは実際は極めて困難であることも指摘する.環境アセスメントは,「複雑なものを取り扱

う」「総合的に取り扱う」ことを焦点としなければならず, それは科学の最も不得手とし,「不

可能である総合評価」を基にした考え方であると明言する.このあたりは,複雑な社会科学現象

解明のための「データの科学」(林,2001)の展開へと通ずる考え方と見られる. 



結論として,林は人々ができることは,すべてにわたって程度を越えずに,一次元的最適化の考

え方で極端にものを推し進めることなく,程々に事を運び,環境問題に対しては,あまり徹底して

極端に走らぬ心構えが重要であるとする.さらに,一面的自然保護運動や視野が狭く偏った抽象

的地球環境保護論者やそれに同調するマスコミを批判し,一部の人々の自然観はマスコミ誘導的

な考え方に影響されて自然と開発との関係で問題のある考え方も見られるとする一方で,一般の

人々はまだまだ極端に走ったり偏ったものになったりしてはいないとし,あとは産業界が健全な

自然観に基づく産業理念の確立・浸透を図り,それに沿ったマネージメント・研究開発・生産・

サーヴィスの実効をあげることが課題であるとした. 

 

４．まとめに代えて 

林（2000）は「日本人の国民性調査」のデータ解析から,日本人は「自然」の意味を誤解して

おり,人々が「日本的な美しい自然」と思う森や林や庭園の景観には実は人の手が入っており,完

全な自然のままでは人は生きていけないことを指摘する.また,CO2 よりもメタンの方が温暖化

に影響が強いといわれるが,メタンの主な発生源である沼地をつぶそうとすると,環境保護の名

の下で反対する人々がいる.無農薬栽培でも貯蔵には虫除け農薬を使い,砂漠緑化で毒蛇や害虫

の退治に農薬散布している.ボランティア活動の視野が狭量で,文化財保護と自然保護が矛盾す

ることがある.例えば,アンコールワットを保存するためには木の伐採が避けられない.珍獣を守

るため自然を破壊することもある.そのように考えると,人々の視野を際限なく拡大した場合に,

例えばリサイクルの是非の総合評価など限りなく困難であるのに気づかされる. 

海洋プラスチックゴミについては,環境省は東南アジアに測定技術供与の方針を明らかにして

いる(読売新聞,2019).しかし,政府間交渉の場では,本当に環境問題を科学的に把握して議論し

てるというより,国際政治での協力や牽制という政治の一環として利用しているのがホンネのよ

うに見える.2019 年の国連 COP25 で小泉環境相が脱石炭化を明言できず,「化石賞」を授与され

るという批判を受けたことも,政府のホンネを露呈しているかのようである.企業も,プラススチ

ックゴミ減量活動を進めているが,宣伝効果はあろうが,環境面での実効性は正確には計量しが

たい.政府も企業も,自らに負の要因がない限りは環境問題解決の推進を謳うが,自らの枠を超え

た統制は関心の外のようである.これは,一般の人々も同様で,日々の生活を大きく超えて,本当

に正確に評価できる能力も余裕もないのが普通である. 

結局は,林知己夫(林文,1996)が喝破していたように,環境総合的アセスメントは極めて困難な

問題であることを認識し,すべてにわたって程度を越えずに,あまり徹底して極端に走らぬ心構

えを持ち,程々に事を運ぶことが妥当なのであろう.そして,比較的に単純で,比較的に複雑な相

互関係に基づく,総合的アセスメントが可能なレベルまでに破壊のレベルを抑えるように努力す

ることが妥当なのであろう. 
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